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１．序論 

近年，わが国ではコロナ禍を経て国内外からの観光客

が再び増加傾向にあり，観光地においてはマナーの問題

や混雑等を背景に，地域住民の生活環境に悪影響を及ぼ

すオーバーツーリズムが深刻化している．これまで，観

光客へのマナー啓発や観光地の分散化を図る施策などが

実施されているが，その多くは十分な効果を発揮してお

らず，課題が残されている． 

近年では，NWTO（国連世界観光機関）と UNEP（国

連環境計画）1)により，オーバーツーリズムは，可能な観

光を目指すうえで解決すべき課題として位置づけられ，

訪問客，観光等の業界，環境ならびに訪問客を受け入れ

るコミュニティのニーズに応えながら，現在および将来

の経済，社会，環境への影響を十分に考慮した観光が目

標とされている． 

本研究ではこうした背景を踏まえたうえで，観光に関

わる主体のうち観光客に着目する．観光地の経済，社会，

環境を考慮した「観光地に配慮した観光行動」に関する

態度や行動意図を，予定行動理論（TPB）に基づき分析

し，これらの行動を促進するために有効な施策の立案に

資する知見を得ることを目的とする．調査対象としては，

2024 年に観光庁によってオーバーツーリズムの未然防

止・抑制を図る「持続可能な観光推進事業」の先駆モデ

ル地域に指定された香川県小豆島を選定した． 

２．既往研究の整理 

原ら²は，将来的な持続可能な観光の発展において重

要な要素として，観光者の行動に着目した．そして，持

続可能な観光の推進に貢献する「倫理的観光者」に関す

る政策文書および先行研究を概観し，その概念的枠組み

の整理を行っている．ここでいう倫理的観光者とは，旅

行先における地域コミュニティや自然環境への影響に対

して責任を持ち，当該地域への配慮を前提とした，責任

ある観光の実現を志向する観光者を指す． 

林ら 3)は，観光旅行者の観光動機が，文化見聞，現地
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の 7 つの因子で構成されることを確認した． 

金ら 4)は，日・中・韓の大学生を対象にアンケート調

査を実施し，若者層の海外旅行行動を TPB に基づき分析

した．その結果，日本と中国・韓国の間では，若者の旅

行行動の意思形成プロセスに差異があることを確認した. 

このように，観光行動を TPB に基づき分析した研究は

いくつか見られるが，持続可能な観光の観点から，観光

地への配慮を踏まえた行動意図を分析した研究は乏しい. 

３．TPB（予定行動理論）を用いた観光客の行動分析 

本研究では，日本人大学生と外国人大学生を対象にア

ンケート調査を実施した．調査の概要を表-1に示す． 

調査項目のうち，①の観光動機に係る設問は林ら 3)に

よるアンケート項目を参考に，②TPB に関する設問は金

ら 4)によるアンケート項目および UNWTO が提示する観

光客への推奨行動を基に作成した．なお，②TPB に関す

る設問では，小豆島の観光・交通・宿泊情報などを提供

し回答者が実際に小豆島を訪れることを想定してもらっ

た上で回答する形式とした．本研究では，TPB に基づき

態度，主観的規範，行動統制感が行動意図に影響を及ぼ

すと仮定し，研究の仮説モデル（図-1）を設定した． 

 

表-1 アンケート調査の概要 

対象者 日本人大学生と外国人大学生 

収集方法 回答用紙・Google form 

調査期間 2024 年 12 月～2025 年 1 月 

回答者数 101 名（日本人 73 名，外国人 28 名）回収率 99％ 

主な設問 ①個人属性，観光動機に係る設問 
②TPB に関する設問 

 

 
図-1 TPB に基づく本研究の仮説モデル 
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図-2 観光地に配慮した行動のパス図(日本人) 

 

 

図-3 観光地に配慮した行動のパス図(日本人と外国人) 

 

初めに，②の質問項目に関して，日本人 73 名のデータ

を用いて共分散構造分析を行った（図-2）．各適合度指標

は，RMSEA=0.039，CFI=0.946，AGFI=0.819 となり，AGFI

がやや低いものの全体として十分な適合を示した．分析

の結果，態度，主観的規範，行動統制感，行動意図へと

順に影響を及ぼすことが示された．また，観光地に配慮

した観光行動意図は，観光業者責務からの影響があるこ

とが示された．観光地に配慮した観光行動を促すには，

交通手段の利用に関する行動統制感を高めること，観光

業者が責務を果たすことが有効であると考えられる． 

次に，外国人学生を含めた計 100 名のデータで，新た

に国籍を変数に加えて，同様に分析した．結果を図-3 に

示す．外国人学生を含めた場合でも図-2 とほぼ同様の結

果が得られた．また，国籍の違いが態度，主観的規範，

観光業者責務にそれぞれ影響することが示唆された．特

に国籍に関するパスから以下の示唆が得られた. 

 日本人学生はオフシーズンの観光をポジティブに考え，

観光の際の自動車利用に問題意識を持っている． 

 外国人学生は現地で観光情報を得ることを好み，島内

観光において公共交通利用に前向きな印象を持つ. 

 日本人学生は，観光業者が観光客の助けになるような

施策をすべきと考えている一方，外国人学生は観光客

が観光地に配慮して行動するべきと考えている. 

４．結論 

本研究では，持続可能な観光の推進に資する観光客の

心理的要素を特定することを目的として，具体的な観光

地に関する情報を交えた意識調査を実施した．調査結果

に基づき，予定行動理論（TPB）における態度，主観的規

範，行動統制感が行動意図に与える影響を，共分散構造

分析により把握した．その結果，1)観光客の交通手段に

対する行動統制感を高めること，および 2)観光業者の責

務として分散型の観光を促進する施策を講じることが，

観光地に配慮した観光行動の促進に寄与することが示唆

された．また，1)の行動統制感に対しては，態度および

主観的規範が影響を及ぼすことが示された. 

従来の観光施策には，観光客に対するマナー啓発など，

主観的規範の向上に主眼を置くものが多い．しかし，観

光地の交通手段が地域住民に与える影響や，住民による

利用のピーク時間帯に関する情報を積極的に発信するこ

とで，観光客が環境に配慮した移動の実現可能性を実感

できるような施策が，より効果的であると考えられる． 

さらに，日本人学生と外国人学生との比較分析から，

日本人学生の方が，観光業者による対策の遂行に対する

責任を強く求める傾向を示すことが確認された．これは，

観光客の行動統制感を高める施策が十分に展開されてい

ない現状を反映しており，観光業者に対する期待と責任

の所在が強調される構造が示されたものと解釈される． 

本研究では，わが国での持続可能な観光のあり方を考

えるにあたり，観光に関わる主体のうち観光客の行動に

焦点を当て分析を行った. 現在，観光型 MaaS の導入等，

観光利便性を向上する取り組みが推進されており，本研

究の知見を反映した MaaS の提案は今後の課題である． 
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N=73 RMSEA=0.039 CFI=0.946 TLI=0.923 AGFI=0.819 ***：p< 0.001 **：p< 0.01 *：p< 0.05 †：p<0.1

N=100 RMSEA=0.033 CFI=0.973 TLI=0.960 AGFI=0.819 ***：p< 0.001 **：p< 0.01 *：p< 0.05 †：p<0.1
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